
• 2022年度第2四半期の決算概要について説明します。
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• 2022年度第2四半期決算の実績、2022年度業績予想、中期経営計画の進捗状況、
補足資料の順で説明します。

Copyright Ⓒ 2022 KAJIMA CORPORATION All Rights Reserved.

決算実績・業績予想 3

鹿島グループ中期経営計画（2021～2023）

の進捗状況 13

補足資料 22

2

1

2

3



• はじめに、 2022年度第2四半期の決算実績、2022年度業績予想、事業別の概況、
株主還元についての説明です。
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1. 業績ハイライト
2. 通期予想
3. 事業別の概況
4. 株主還元

決算実績・業績予想
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• 2022年度第2四半期決算の業績ハイライトです。

• 連結業績については、単体建設事業や海外関係会社の着実な進捗により、売上
高が前年同期比増収の1兆1,374億円となり、第2四半期として過去最高の水準と
なりました。
各段階利益についても、増収の効果に加え、米国における開発事業が好調を維
持していることから、前年同期比増益となりました。

• 単体業績は、大型建築工事の施工が順調に進捗していることを主因に、売上高
は6,646億円、四半期純利益は327億円となり、前年同期比増収増益となりました。

• 建設事業受注高は、国内外において、複数の大型工事を受注したことから、連結
では1兆1,225億円、単体では7,491億円となり、前年同期を上回りました。
連結の建設受注高も第２四半期として過去最高水準です。

• 通期予想に対する第2四半期業績の進捗率は、連結、単体ともに時間経過率の
50％を超えており、第2四半期実績と今後の見通しを踏まえ、業績予想を修正しま
した。
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決算実績・業績予想

（億円）

2021年度

第2四半期

2022年度

第2四半期
前年同期比

2022年度

期首予想
進捗率

2021年度

第2四半期

2022年度

第2四半期
前年同期比

2022年度

期首予想
進捗率

売上高 9,561 11,374 +1,813 22,700 50.1% 5,597 6,646 +1,048 13,200 50.3%

営業利益 564 649 +84 1,080 60.1% 343 362 +18 690 52.5%

経常利益 654 791 +136 1,220 64.9% 414 435 +20 820 53.1%

親会社株主に帰属する

四半期純利益
498 547 +48 850 64.4% 324 327 +3 600 54.5%

建設事業受注高 8,071 11,225 +3,153 20,700 54.2% 4,885 7,491 +2,606 13,200 56.8%

2021年度末 前年度末比 2021年度末 前年度末比

有利子負債残高 3,599 3,996 +397 5,000 － 1,993 1,593 △400 2,300 －

連結 単体

１. 業績ハイライト

4

連結・単体ともに前年同期比増収増益

• 売上高は、単体建設事業と海外関係会社の増加を主因に、連結・単体ともに前年同期を上回り、
連結では1兆円を超える過去最高の水準となった

• 各段階利益は、単体建設事業における増収効果に加え、米国の開発事業が好調を維持
していることから、連結・単体ともに前年同期を上回った

• 建設事業受注高は、複数の大型工事を受注計上した単体建築事業と海外関係会社における
増加により、連結・単体ともに前年同期を上回った

※2022年度第2四半期業績は
2022年６月末レート（136.68円/US＄）を適用
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決算実績・業績予想

（億円）

2021年度

実績

2022年度

期首予想

2022年度

最新予想
前年度比 期首予想比

2021年度

実績

2022年度

期首予想

2022年度

最新予想
前年度比 期首予想比

売上高 20,796 22,700 24,300 +3,503 +1,600 12,449 13,200 13,900 +1,450 +700 

営業利益 1,233 1,080 1,130 △103 +50 810 690 720 △90 +30 

経常利益 1,521 1,220 1,410 △111 +190 924 820 870 △54 +50 

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,038 850 1,000 △38 +150 721 600 680 △41 +80 

建設事業受注高 19,298 20,700 22,300 +3,001 +1,600 11,508 13,200 13,700 +2,191 +500 

有利子負債残高 3,599 5,000 5,500 +1,900 +500 1,993 2,300 2,300 +306 ー

連結 単体
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通期予想を上方修正し、連結当期純利益は1,000億円を見込む

• 連結業績は、単体建設事業の増収や海外関係会社の堅調な業績により、売上高、各段階利益
ともに期首予想を上回る見込みとなった

• 単体業績は、土木、建築における売上高の増加を予想するとともに、売上総利益率は
期首予想と同水準を維持する見通しであることから、利益面でも増加を見込む

• 連結建設事業受注高の上方修正は、単体建築事業と米国を中心とした海外受注高の増加が
主因である

２. 2022年度 通期予想

※2022年度最新予想は
2022年9月末レート（144.81円/US＄）を適用

• 修正した2022年度の業績予想です。

• 連結売上高は、単体建設事業と海外関係会社の増加を主因に、2兆4,300億円に
上方修正し、利益についても、増収の効果に加えて、海外関係会社の堅調な業績
が寄与し、当期純利益は1,000億円を見込んでいます。

• 単体業績は、土木事業、建築事業における手持ち工事の順調な施工状況から、
売上高の増加を見込んでいます。売上総利益率は期首予想と同水準を維持でき
る見通しであるため、売上高の増加を主因に、各段階利益を上方修正しています。

• 連結建設事業受注高は、単体建築事業や米国を中心とする海外関係会社の増
加を見込み、2兆2,300億円を見込んでいます。



• 続いて、事業別の概況を説明します。最初に、単体の土木事業です。

• 受注高は、大型工事の受注や追加変更契約の獲得により、第2四半期は前年同
期を上回る1,444億円となりました。通期では、設計受託案件の受注計上を予定し
ていることに加えて、官公庁工事を中心に建設需要が底堅く推移していることから、
期首予想の達成を見込んでいます。

• 売上高は、手持ち工事の順調な進捗により、第2四半期は前年同期比増収の
1,420億円となり、通期予想についても100億円の増加を予想しています。

• 売上総利益について、第2四半期は前年同期比増益の206億円となりました。第2
四半期の売上総利益率は14.5%と期首予想を下回っていますが、通期予想につい
ては、売上高の増加や今後の損益改善により、売上総利益を450億円、売上総利
益率を15.5％に上方修正しています。
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決算実績・業績予想

３. 事業別の概況 土木事業（単体）
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受注高 売上高 売上総利益（億円） （億円） （億円）

2022年度第2四半期
• 受注高は、大型工事の受注や追加変更契約の獲得を主因に、前年同期を上回った
• 売上高は、手持ち工事の順調な進捗により、前年同期比増収となった
• 売上総利益は、増収に伴って前年度比増益となった

2022年度 通期予想
• 受注高は、官公庁工事を中心に建設需要は底堅く推移しており、通期予想に変更はない
• 売上高は、手持ち工事の進捗状況から100億円の増加を見込む
• 売上総利益は、売上高の増加に加え、竣工工事を中心に利益率の改善も見込み、25億円の上方修正とした



• 単体の建築事業です。

• 受注高は、生産施設や再開発案件などの大型工事を複数受注したことから、第2
四半期は前年同期を大幅に上回る6,047億円となりました。通期の受注高は、下
期に受注を予定している内定・高確度案件が一定程度あることから、期首予想を
500億円上回る、1兆500億円を見込んでいます。

• 売上高は、手持ち大型工事の施工が本格化しており、第2四半期は前年同期比
増収の5,029億円となりました。通期の売上高は、当期に受注した工事も含めた手
持ち工事の順調な施工を見込み、期首予想を800億円上回る、1兆600億円を予
想しています。

• 売上総利益について、第2四半期は前年同期比増益の438億円、売上総利益率
は8.7％となりました。通期の売上総利益は、売上高の増加に加え、売上総利益
率が、資機材価格上昇の影響をリスク要因として織り込んでいる期首予想の水準
を維持できる見通しであることから、65億円増加の900億円を予想しています。
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決算実績・業績予想

３. 事業別の概況 建築事業（単体）

2022年度第2四半期
• 受注高は、生産施設や再開発案件などの大型工事を複数受注し、前年同期を大幅に上回った
• 売上高は、手持ち大型工事の施工本格化を主因に、増収となった
• 売上総利益は、増収に伴い、前年度比増益となった

2022年度 通期予想
• 受注高は、下期に受注を予定している内定・高確度案件が一定程度あることから、500億円の増加を見込む
• 売上高は、当期に受注した大型工事を含む手持ち工事の施工状況から、800億円の増加を見込む
• 売上総利益は、売上高の増加に加え、利益水準を維持できる見通しであることから65億円の上方修正とした
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受注高 売上高 売上総利益（億円） （億円） （億円）



• 単体の開発事業等です。

• 第2四半期業績は、賃貸事業における安定した利益確保により、前年同期と概ね
同水準の業績となりました。

• 通期予想については、下期の売却予定案件の変更に伴って、売却益が特別利益
に計上される計画になったため、売上高、売上総利益の減少を予想しています。

• なお、単体開発事業と開発系国内関係会社の当期純利益を合算した、経営管理
数値の通期見込は8億円増加の76億円を見込んでいます。詳細はｐ.24をご覧くだ
さい。
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決算実績・業績予想

３. 事業別の概況 開発事業等（単体）

2022年度第2四半期
• 賃貸事業において安定した利益を確保したことから、前年度と同水準の業績となった

2022年度 通期予想
• 下期の売却予定案件を変更したことから、売上高・売上総利益の減少を見込む

参考

• 単体開発事業と開発系国内関係会社の当期純利益の合算値（国内開発事業の経営管理数値）の
通期見込は76億円であり、期首予想から8億円の増加を見込んでいる ▶詳細はp.24に記載
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受注高 売上高 売上総利益（億円） （億円） （億円）



• 国内関係会社です。

• 建設受注高は、大型工事の受注などにより、第2四半期は前年同期を上回る
1,089億円となりました。通期予想については、道路工事などの増加を見込み、
2,106億円に上方修正しました。

• 売上高は、手持ち工事の順調な進捗などにより、第2四半期は前年同期比増収の
1,641億円となりました。

• 四半期純利益は、手持ち大型工事の損益改善や建物リース物件の売却などを主
因に、第2四半期は前年同期比増益の72億円となりました。

• 各事業会社の業績見通しを見直した結果、通期予想は期首予想に対し、売上高
は微減、当期純利益は微増を見込んでいます。
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決算実績・業績予想

３. 事業別の概況 国内関係会社

2022年度第2四半期
• 建設受注高は、大型工事の受注などにより、前年同期を上回った
• 売上高は、手持ち工事の順調な進捗を主因に、増収となった
• 四半期純利益は、大型工事の損益改善や建物リース物件の売却などにより、増益となった

2022年度 通期予想
• 建設受注高は、道路工事の受注増加などを見込み、上方修正した
• 売上高・当期純利益は、各事業会社の業績見通しを見直した結果、期首予想に対し、売上高は微減、

当期純利益は微増となる見込み
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建設受注高 売上高 純利益（億円） （億円） （億円）



• 海外関係会社です。

• 建設受注高は、米国や大洋州など複数の地域において大型工事を受注したこと
から、第2四半期は前年同期を上回る、3,152億円となりました。通期予想につい
ては、今後の受注見通しや期首からの為替変動の影響を勘案し、7,325億円を見
込んでいます。

• 売上高は、為替変動の影響もあり全ての地域で増加し、第2四半期は前年同期比
増収の3,699億円となり、通期予想についても、8,294億円に上方修正しています。

• 四半期純利益は、米国における流通倉庫を中心とする開発事業が好調を維持し
ていることから、第2四半期は前年同期比増益の200億円となりました。通期予想
については、引き続き、米国の開発事業が堅調に推移する見通しであることから、
当期純利益は、21年度実績の248億円を上回る316億円を予想しています。

• 為替レートは期首の1米ドル115円2銭から、9月末時点の1米ドル144円81銭に見
直しています。この為替変動に伴う当期純利益の増加額は、58億円程度と見込ん
でいます。
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決算実績・業績予想

３. 事業別の概況 海外関係会社

2022年度第2四半期
• 建設受注高は、複数地域における大型工事の受注により、前年同期を上回った
• 売上高は、各現地法人において、前年同期を上回った
• 四半期純利益は、米国における開発事業が好調を維持し、増益となった
• 為替変動による影響も前年同期からの増加要因となっている

2022年度 通期予想
• 建設受注高は、今後の受注見通しや為替動向を勘案し、増加を見込む
• 売上高・当期純利益は、米国における業績が堅調に推移することに加え、為替動向も勘案し、増加を見込む
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建設受注高 売上高（億円） （億円） （億円）純利益

¥110.58       ¥136.68        ¥144.81 ¥110.58       ¥136.68        ¥144.81 ¥110.58       ¥136.68        ¥144.81
換算レート
単位:US$



• 海外関係会社の事業別の業績について説明します。

• 建設事業等は、欧米においては、堅調を維持していますが、新型コロナウイルス
感染症の影響が残る東南アジアの業績回復が遅れていることから、前年同期比
減益となりました。

• 東南アジアにおいても建設投資再開の動きが見られており、期末に向けて段階的
に改善していくことを期待しています。

• 開発事業については、米国流通倉庫開発事業が好調を維持し、第2四半期までに
8件の物件売却を実現したことから、売上高、売上総利益ともに増加しています。
また、パートナーとの協業による賃貸集合住宅や流通倉庫の物件売却も好調に
推移し、営業外損益が大幅に伸びています。
このように、当社グループの事業利益は、案件によって営業外収益や特別利益に
計上されるケースがあるため、当期純利益にて業績を管理しています。

• 現時点では、米国開発事業に対するインフレや金利上昇などの影響は限定的で
あり、引き続き、投資家需要が底堅いことなどから、今後も堅調に推移すると見通
しています。
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決算実績・業績予想

（億円）

2021年度

第2四半期

2022年度

第2四半期
増減

2022年度

通期最新予想

2021年度

第2四半期

2022年度

第2四半期
増減

2022年度

通期最新予想

売上高 2,396 3,032 +635 7,160 637 755 +117 1,329 

売上総利益 112 122 +9 284 208 315 +107 446 

4.7% 4.0% △0.7 pt 4.0% 32.7% 41.8% +9.1 pt 33.6%

営業利益 20 6 △13 28 138 214 +75 249 

営業外損益 7 10 +3 7 38 88 +49 216 

（開発事業出資損益） (0) (0) (0) (0) (13) (68) (54) (196)

経常利益 27 17 △10 35 176 302 +125 465 

特別損益 0 △0 △1 0 19 0 △18 20 

親会社株主に帰属する

当期純利益
19 0 △19 10 149 220 +70 326 

（換算レート）単位:US$ ¥110.58 ¥136.68 ¥144.81 ¥110.58 ¥136.68 ¥144.81

建設事業等 開発事業

３. 事業別の概況 海外関係会社（建設等・開発事業別）
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米国を中心に開発事業は堅調を維持し、業績に貢献
※事業別の数値については内部取引調整前の管理数値

• 建設事業等は、東南アジアにおける回復が遅れているものの、期末にかけて段階的に改善すると見込む

• 開発事業は、米国における流通倉庫開発事業が堅調に推移している
また、米国におけるパートナーとの協業による賃貸集合住宅開発事業等の物件売却が好調に推移した結果、
営業外利益が前年同期比で増加している



• 続いて、株主還元についてです。

• 2022年度の1株当たり年間配当金は58円とし、期首予想を据え置いています。
中間配当1株当たり29円は、12月に実施します。

• 自己株式取得に関しては、100億円を上限とした実施を決定しました。期首におい
ては、ウクライナ情勢や物価上昇の影響など、業績への不確定要素があることを
理由に留保していましたが、今般、実施に向けた環境が整ったと判断しました。

• 今回の自己株式の取得により、総還元性向は38%程度となる見込みです。
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決算実績・業績予想

2020年度

実績

2021年度

実績

2022年度

最新予想

1株当たり年間配当金 54円 58円 58円

1株当たり当期純利益 193.13円 208.00円 203.02円

配当性向 28.0% 27.9% 28.6%

自己株式取得 100億円 200億円 100億円

12

100億円を上限とする自己株式の取得を決定

総還元性向は38％程度となる見込み

配当性向30%を目安とした配当に努めるとともに、業績、財務状況及び経営環境を勘案し、

自己株式の取得など機動的な株主還元を行う

株主還元方針

４. 株主還元



• 鹿島グループ中期経営計画（2021～2023）の進捗状況を説明します。
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１．主要施策の取組状況
２．投資計画の進捗状況
３．政策保有株式の縮減状況

鹿島グループ中期経営計画（2021～2023）
の進捗状況

2



• 現在進めている中期経営計画では、
「中核事業の一層の強化」
「新たな価値創出への挑戦」
「成長・変革に向けた経営基盤の整備とESG推進」
の3つを大きな柱として、それぞれの施策や投資を着実に遂行していくことにより、
中長期的な企業価値の向上を目指しています。
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中期経営計画の進捗状況

１．主要施策の取組状況

14

鹿島グループ中期経営計画（2021～2023）-未来につなぐ投資-

成長・変革に向けた

経営基盤整備と

ESG推進

新たな価値創出

への挑戦

中核事業の

一層の強化

１ 2 3



• １つ目の柱の「中核事業の一層の強化」の取組み状況について説明します。

• 建設事業では、生産施設を重点分野としていますが、今年度は、半導体関連や
医薬品関連の工場など複数の大型工事を受注し、製造業の受注が大きく拡大し
ています。

• また、建設事業と開発事業のノウハウを掛け合わせた事業展開を推進しており、
横浜市旧市庁舎街区活用事業では、開発事業主、設計施工会社の両面からプロ
ジェクトに参画しています。

• 今後の需要拡大が見込まれる再生可能エネルギー分野では、秋田港・能代港洋
上風力発電施設建設工事において、全33基の風車据付工事が完了し、今後の案
件に活かせる様々な知見を習得しました。

• 技術開発に関しては、超高層ビル解体の新工法「鹿島スラッシュカット工法」を開
発し、浜松町の世界貿易センタービルディング解体工事に適用しています。工期
短縮やコスト低減などにつながる技術であり、再開発プロジェクトへの対応力強化
に資すると考えています。
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中期経営計画の進捗状況

今後増加する超高層ビルの再開発に向け、工期短縮やCO2排出量
削減につながる新たな解体工法を開発し、実現場に適用

超高層ビル解体の新工法を開発

15

重点分野の生産施設など製造業の受注が拡大

中核事業の一層の強化 建設事業

2021年度上期実績

966億円

１

１．主要施策の取組状況

2022年度上期実績

2,918億円

建設事業と開発事業のシナジー発揮

コスト・工期情報をはじめと
した、建設ノウハウの活用に
よる開発機会・建設受注
機会の増加

TDK北上工場新棟建設工事（岩手県）

製造業 受注高

再生可能エネルギー分野の売上高が増加

秋田港・能代港洋上風力発電
施設建設工事は全33基の風車
据付が完了

2021年度上期実績

174億円

2022年度上期実績

200億円

再生可能エネルギー施設工事 売上高

23年度目標
300億円/年

世界貿易センタービルディング（東京都港区）

の解体工事に適用中の「鹿島スラッシュカッ
ト工法」

東和薬品株式会社山形工場
第三期建設工事（建築工事）

横浜市旧市庁舎街区活用事業

用途:オフィス・ホテル・商業施設等
総延床面積:約128,500㎡
2026年春 グランドオープン予定



• 続いて、中核事業の一つに成長した開発事業に関する取組みです。

• 国内開発事業では、2022年度上期に220億円の投資、20億円の売却による回収
を行いました。

• ビジネス領域の拡充に向けて、100%子会社の「イートン リアルエステート株式会
社」を設立しました。国際水準を満たした高級不動産への対応や、オフィス以外の
レパートリー拡大を目的に、「並木館銀座」「CURA（キュラ）銀座」の2物件を取得し
ています。

• また、横濱ゲートタワーや九段会館テラスなどが完成、開業しており、優良資産の
拡充と今後の業績貢献を見込んでいます。

• 2018年度に運用を開始した私募リートは、資産規模を順調に拡大させています。
2023年度の資産規模目標を800億円以上とし、その後、早期に1,000億円を超える
規模に成長することを目指しています。
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中期経営計画の進捗状況

１．主要施策の取組状況
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国内開発事業は新たな収益源を複数獲得

中核事業の一層の強化 国内開発事業１

投資220億円 回収20億円

2018年から運用開始している私募リートの2021年度末時点の
資産規模は約600億円
早期に約1,000億円規模への拡大を目指す

イートン リアルエステート株式会社
国際水準を満たした高級不動産への需要の高まりを事業機会
と捉え、これに特化した新会社を設立

並木館銀座［商業施設］ CURA 銀座［事務所・商業施設］

（建設中）

新会社を設立し、2物件を新たに取得

新規プロジェクトの竣工による資産の拡充

私募リートの資産規模は順調に拡大

2022年度上期 投資・回収実績

2022年度は複数案件が
竣工・開業
今後の業績貢献を見込む

横濱ゲートタワー
2022年3月開業

九段会館テラス
（東京都千代田区）

2022年10月開業

2022/11/1
プレスリリース



• 次に海外開発事業です。

• 海外開発事業では、2022年度上期に1,330億円の投資、450億円の売却による回
収を行いました。

• 米国における流通倉庫開発事業は好調に推移しており、米国Core5社では10件
の開発着手と8件の売却を行いました。

• また、東南アジアにおいて、「Core5ベトナム」ブランドを新たに展開し、1号案件と
して、「Core5ハイフォン」の開発に着手しています。

• 米国においては、賃貸集合住宅事業にも積極的に取り組んでおり、2022年度上
期には、パートナーと共同で開発した3件の物件を売却し、営業外収益の拡大を
通じて、業績に寄与しています。
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中期経営計画の進捗状況

１．主要施策の取組状況
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海外開発事業は流通倉庫開発事業に加え、賃貸集合住宅の売却も着実に進捗

中核事業の一層の強化 海外開発事業１

2022年度上期実績

着手 10件

売却 8件

開発・運営中案件 47件

（2022年度上期末時点）

投資1,330億円 回収450億円
Core5社（米国）流通倉庫開発事業

「Core5ベトナム」ブランドを新たに展開
ベトナムにおける流通倉庫開発事業の強化を図る

Magnolia Apartments
（米国 テキサス州）

Sea Sound
（米国 フロリダ州）

賃貸集合住宅開発事業は堅調を維持

バトソンクック・デベロップメント フラワノイ・デベロップメント

好調な市場環境を受け、パートナーと共同で進める賃貸集合住
宅の売却により営業外収益の拡大に寄与

2022年度上期実績：売却 3件

流通倉庫の売却は好調に推移2022年度上期 投資・回収実績

Core5 Deep C Hai Phong
（開発中）



• 2つ目の柱の「新たな価値創出への挑戦」の取組み状況について説明します。

• ポーランドにおいて、再生可能エネルギー発電施設の開発事業に進出し、2022年
度上期時点で、太陽光10件、陸上風力2件の開発を進めています。

• また、グリーンイノベーション基金事業に採択された「CO2を用いたコンクリート等
製造技術開発プロジェクト」の成果として、実際の工事において、カーボンネガティ
ブコンクリートを用いた埋設型枠を初適用しました。

• オープンイノベーション推進については、東南アジアにおける拠点として、シンガ
ポールに「The GEAR」を建設していますが、2022年6月にメタバースを活用した上
棟式を実施しました。
この新拠点において、官民学との協業推進やベンチャー企業のインキュベーショ
ンなどを図っていく計画です。
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中期経営計画の進捗状況

１．主要施策の取組状況
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新たな価値創出への挑戦2

欧州における再生可能エネルギー施設
開発事業に着手

ポーランド国内において、PAD-RES社による再生可能エネルギー
施設開発が複数進行中

ポーランド中央部にて建設開発中の太陽光発電施設

2022年度上期末時点の
種別手持ち案件

太陽光 10件

陸上風力 2件

所在地：ポーランド ワルシャワ
設立 ：2010年4月

再生可能エネルギー発電施設の先駆的デベロッパー
2021年に当社が持分約70%を取得

The GEARの建設は順調に進捗

東南アジアにおけるオープンイノ
ベーション拠点として、2023年に
竣工する予定
2022年6月には上棟式を実施

上棟式で公開された、The GEARを
舞台に製作されたメタバース

脱炭素社会の実現に向けた開発促進
カーボンニュートラルに向けた取組みに対する支援を実施するグリーン
イノベーション（GI）基金事業の初めての成果として、カーボンネガ
ティブコンクリートを用いた埋設型枠を放水路トンネル工事に適用

日下川新規放水路トンネル（高知県）
「埋設型枠」設置状況

鹿島が代表幹事を務めるGI基金事
業（CO2を用いたコンクリート等製
造技術開発プロジェクト）コンソーシ
アムの名称 「CUCO（クーコ）」



• 3つ目の柱の「成長・変革に向けた経営基盤整備とESG推進」の取組み状況です。

• 2050年のカーボンニュートラルの実現に向けて、 CO2排出量削減の新たな目標を
設定しました。基準年を従来の2013年度から2021年度に見直した上で、2030年度
の中間目標を自社排出（スコープ1・2）で40％削減とし、サプライチェーン排出（ス
コープ3）についても中間目標25％削減を設定しています。2050年度には、自社排
出およびサプライチェーン排出の双方でカーボンニュートラル（100％削減）を目指
します。この新たな目標を基に、国際認証であるSBTの取得を計画しています。

• また、コンクリートの製造・運搬に関わるCO2排出量を見える化するプラットフォー
ムを開発し、実際の工事における環境配慮型コンクリートの適用によるCO2排出
削減量（181ｔ）を算定して、国が認証するクレジットを取得しました。

• ブルーカーボンの創出に寄与する、大型海藻類を大量に培養できる技術を確立し
ました。この技術は脱炭素社会の実現だけでなく、生物多様性の向上にも貢献す
ると考えています。

• 2022年5月に「サステナビリティ委員会」を新設しました。この委員会において、サ
ステナビリティに関する取組み方針の検討・意思決定とモニタリングを行い、環境
課題への対応をはじめ、ESG経営の更なる推進を図ります。
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中期経営計画の進捗状況

１．主要施策の取組状況
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成長・変革に向けた経営基盤整備とESG推進3

CO2排出量削減目標の見直しを実施

「サステナビリティ委員会」を設置

スコープ3の削減目標を新たに設定
2050年のカーボンニュートラル達成を目指す

グループ全体のESG経営へのコミットメントを高め、企業価値を向上
させることを目的として新設
サステナビリティに関する取組み方針の検討・意思決定とモニタリング
の機能を担い、定期的に取締役会への報告を行う

環境配慮型コンクリートの使用によりCO2排出
量を削減し、国が認証するクレジットを取得

コンクリート製造・運搬のサプ
ライチェーンにおけるCO2排出
量を算定可能なプラットフォー
ムを開発

環境配慮型コンクリートが適用された社有施設

ドーミー南長崎アネックス（東京都豊島区）

ブルーカーボン創出に寄与する技術を確立

大型海藻類を年間を通じて大量培養できる技術を開発
脱炭素社会の実現や生物多様性の向上を目指す

人工漁礁で順調に成長する海中林

基準年
ターゲット2030

（2030年度目標）

トリプルZero2050

（2050年度目標）

自社排出

（スコープ1・2）
▲40% ▲100%

カーボンニュートラル

サプライチェーン排出

（スコープ3）
▲25% ▲100%

カーボンニュートラル

2021年度

※ブルーカーボン：海藻などの海中植物が吸収・貯蔵した
炭素のことで、CO2吸収源のひとつ

SBT（温室効果ガス排出削減目標に関する国際認証）の取得を計画



• 投資計画の進捗状況です。

• 中期経営計画では、3年間で総額8,000億円の投資と、開発事業における3,600億
円の物件売却による回収を計画しています。

• 2022年度上期末で、計画期間3年間の半分が経過しました。
これまでの投資総額は4,210億円となり、順調に進捗しています。

• 回収に関しても、海外開発事業を中心に計画に沿って進めています。

• 引き続き、中核事業の強化とともに、新たな価値創出に向けた成長投資を推進し
てまいります。
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中期経営計画の進捗状況

（億円）

国内・海外開発事業（売却による回収） 6,400 (3,600) 1,570 (470) 3,460 (1,520)

　　国内開発事業（売却による回収） 1,900 (800) 220 (20) 730 (130)

　　海外開発事業（売却による回収） 4,500 (2,800) 1,330 (450) 2,730 (1,390)

Ｒ＆Ｄ・デジタル投資 550 80 260

戦略的投資枠 600 10 220

その他設備投資 450 70 270

投資総額 8,000 1,710 4,210

ネット投資額 4,400 1,240 2,690

2021年度＋2022年度上期

累計実績

2022年度

上期実績

中期経営計画

（2021～2023年度）

20

3年間の投資総額に対して順調な進捗

２．投資計画の進捗状況



• 続いて、政策保有株式の縮減状況についてです。

• 財務施策の一つとして、政策保有株式の縮減を進めており、2023年度までの3年
間で300億円以上を売却することを目標としています。
2021年度の17銘柄148億円の売却に続き、2022年度上期において12銘柄57億円
を売却しました。
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中期経営計画の進捗状況

３．政策保有株式の縮減状況
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政策保有株式の縮減は計画通りの進捗

中期経営計画に掲げた3か年で300億円以上の売却に向けて、売却銘柄の選定を進めており、
2022年度は上期中に12銘柄、57億円の売却を実施している

縮減状況 2023年度

目標

2021年度

実績

2022年度

上期実績

売却銘柄数

（一部売却を含む）
－ 17銘柄 12銘柄

売却額
3年間累計

300億円以上
148億円 57億円

保有状況
2020年度末 2021年度末

銘柄数

（うち上場株式）

320銘柄

（144銘柄）

316銘柄

（135銘柄）

貸借対照表

計上額
2,665億円 2,587億円



• 以降のページは補足資料となります。
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１．国内開発事業の現況・推移
２．海外開発事業の現況・推移
３．主要開発中プロジェクト

補足資料

3



• 国内開発事業資産の現況と残高の推移です。

• 国内開発事業は、都心部、地方中核都市を重点エリアとし、オフィスを主力とする
開発事業を推進しております。
2022年度上期末の3,800億円の開発資産残高に対して、73％が稼働資産、27％
が開発中資産であり、賃貸資産が65％、販売資産が35％となります。
また、70％が首都圏、30%が地方中核都市となっています。用途別では、オフィス
が72%を占めていますが、ホテルや住宅に加え、流通倉庫への投資を進めており、
レパートリーの拡大を図っています。
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補足資料
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国内開発事業資産残高の推移

１．国内開発事業の現況・推移

地域別 用途別

稼働・開発中別 賃貸・販売別

（資産の現況）

（億円）



• 国内開発事業おいては、当期純利益にて業績を管理しています。

• 2022年度の国内開発事業の当期純利益は76億円を見込んでいます。

• 今後、優良資産を積み上げ、賃貸事業の収益を拡大するとともに、市況や業績動
向に応じた最適なタイミングで売却を図り、国内開発事業の更なる成長を目指し
ます。
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１．国内開発事業の現況・推移
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国内開発事業 当期純利益

鹿島単体の開発事業と開発系国内関係会社の
当期純利益を合算した経営管理数値

（事業別内訳）
（億円）

（億円）
賃貸事業

販売事業



• 海外開発事業資産の現況と残高の推移です。

• 海外開発事業は、欧米では流通倉庫開発などの短期回転型事業を主体に、アジ
アでは中長期にわたる安定収益を目的とする長期保有型事業を主体に推進して
います。

• 2021年度上期末の4,800億円の開発資産残高に対して、32%が稼働資産、68%が
開発中資産であり、短期回転型事業の資産が76%、長期保有型事業の資産が24%
となります。
地域別では、北米が45%、アジアが36%、欧州が17%となり、用途別でみると、倉庫、
住宅、ホテル、オフィス、商業など、幅広い分野への投資を実施しています。
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（資産の現況）海外開発事業資産残高の推移

地域別 用途別

稼働・開発中別 保有期間別
（億円）



• 海外開発事業においては、当期純利益にて業績を管理しています。

• 2022年度の海外開発事業の当期純利益は、為替変動の影響もあり、前年度から
更に増加し、326億円となる見通しです。

• 主要現地法人の開発事業の当期純利益について、KUSA（北米）やKE（欧州）では、
流通倉庫開発等の短期回転型事業による業績貢献を見込んでいます。
KAP（アジア）では、新型コロナウイルス感染症の影響が完全には払しょくされず、
22年度も損失を計上していますが、業績は回復に向かっています。

• 今後も引き続き、投資、売却・回収、再投資のサイクルを拡大成長させ、高い投資
効率と継続的な利益計上を目指していきます。
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２．海外開発事業の現況・推移
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（主要現地法人別）

KUSA

(北米)

KAP

(アジア)

KE

(欧州)

海外開発事業 当期純利益

各海外現地法人の開発事業当期純利益を合算した数値
（内部取引等調整前の数値）

（億円）

（億円）



• 最後に、国内、海外の主要開発中プロジェクトの一覧となります。

• 以上で、説明を終わります。
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国内主要開発プロジェクト

プロジェクト名 主要用途 所在地 事業形態 延床面積 竣工（予定）

横浜コネクトスクエア オフィス、ホテル、商業 神奈川県横浜市 共同 約121,700㎡ 2023年1月

ヒルトン沖縄宮古島リゾート ホテル 沖縄県宮古島市 共同 約28,500㎡ 2023年2月

（仮称）九勧博多駅前三丁目計画 オフィス 福岡県福岡市 共同 約7,800㎡ 2023年4月

（仮称）大宮区桜木町オフィス計画 オフィス 埼玉県さいたま市 共同 約20,700㎡ 2023年5月

羽田イノベーションシティ（Ⅱ期） オフィス 東京都大田区 共同 約131,000㎡ 2023年6月

（仮称）鹿島中洲中島町ビル オフィス 福岡県福岡市 単独 約16,100㎡ 2023年6月

パークタワー勝どきサウス 住宅 東京都中央区 共同 約181,000㎡ 2023年8月

HILLSIDE FOREST 横浜戸塚 住宅 神奈川県横浜市 共同 約18,700㎡ 2023年10月

（仮称）仙台中央三丁目プロジェクト オフィス 宮城県仙台市 単独 約11,800㎡ 2025年2月

横浜市旧市庁舎街区活用事業 オフィス、ホテル、商業 神奈川県横浜市 共同 約128,500㎡ 2025年12月

浜松町二丁目地区第一種市街地再開発事業 住宅、オフィス、商業 東京都港区 共同 約74,000㎡ 2026年12月

新秩父宮ラグビー場整備・運営事業（Ⅰ期） ラグビー場 東京都港区 共同 約69,000㎡ 2027年12月

八重洲二丁目中地区第一種市街地再開発事業 オフィス、商業 東京都中央区 共同 約388,300㎡ 2028年度

東京工業大学田町キャンパス土地活用事業 オフィス、ホテル、商業 東京都港区 共同 約250,200㎡ 2032年頃

海外主要開発プロジェクト

プロジェクト名 主要用途 所在地 事業形態 延床面積 竣工（予定）

米国流通倉庫開発事業 物流施設 米国 一部共同 47件　約245万㎡ 2021～2024年

ウッドレイ開発事業 住宅、商業 シンガポール 共同 約95,400㎡ 2023年

欧州流通倉庫開発事業 物流施設 欧州 共同 19件  約108万㎡ 2020～2027年

ポーランド学生寮開発運営事業 学生寮 ポーランド 共同 11件　　　約9万㎡ 2014～2025年

※延床面積はプロジェクト全体の数値を記載

３．主要開発中プロジェクト
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鹿島建設株式会社 経営企画部
コーポレート・コミュニケーショングループ

E-Mail ： ir@ml.kajima.com

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在にお
いて入手可能な情報から得られた判断に基づいており、実際の業績は、様々な要素に
より記載の数値とは異なる結果となる可能性があります。

お問合せ先


